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〇 2021年度 第2四半期累計(上期)業績は 記載の通り

〇 活況な半導体製造装置事業(以下 半導体) の売上増加に加え、
昨年度 軟調だった計測機器事業(以下 計測)も 回復に転じた結果、
売上高は前年同期⽐で 30%強の増加、利益は倍増となった



〇 半導体 2021年度上期 受注高、売上高、 営業利益は
それぞれ半期ピークを更新

〇 前年度下期から続く 強い引合は この上期も継続
生産キャパシティの拡張に取り組んだ結果、 売上が増加
営業利益率も24%へ上昇



〇 第2四半期 (以下 2Q) は 部材逼迫や、納入タイミングのずれなどが⾒られたが
概ね 計画通りの出荷となり、 売上高、営業利益 ともに四半期ピークを更新



〇 当社はこの上期に受注調整が起こりえると想定していた

〇 実際は 引合旺盛な中国に加え、
ロジックデバイス向けを中心に 幅広い需要があり
四半期ピークを更新する受注高となった

〇 受注残高も高水準となっており、 生産高の拡大が重要



〇 2021年度上期の製品別⽐率は、 売上高(左側)・受注高(右側)ともに
検査装置(プローバ)5割後半、加工装置(ダイサ・研削装置) 4割前半

〇 いずれも加工装置の構成⽐が増えている



〇 モノづくり需要が緩やかに回復するなか、計測機器への投資も戻ってきている

〇 受注高は、 前年度第2四半期を底に、 回復基調を維持



〇 2Q売上高は 1Q⽐で増加

〇 コロナの影響を受けた前年度の四半期売上高を超える水準に回復



〇 2Q受注高は想定を上振れ、 2019年度 第1四半期以来の80億円台の受注

〇 ⾃動⾞⽤途に加え、 精度が要求される半導体製造装置や
その関連部品の測定など 機械や機械部品関連の需要が増加したため



〇 2021年度の製品別⽐率は、 売上高(左側)、 受注高(右側) ともに
汎⽤計測 約6割、 ⾃動計測・充放電システム 約4割



〇 2021年 9月末の総資産は1,724億円(3月末⽐ +108億円)

〇 ⾃⼰資本⽐率は69.9%、 有利⼦負債残高は65億円



〇 2021年度上期キャッシュフロー(以下CF)
営業CFは +146億円、 投資CF -18億円、 結果 フリーCFは+128億円

〇 財務CFは配当支払、 ⾃⼰株式取得等により、 -60億円

〇 9月末 現⾦等の残高は508億円



〇 (左上) 半導体 キャパシティ拡充について
飯能工場 ︓ この程、建設着手 (2022年度完工計画)

土浦MI棟 ︓ 半導体生産にも活⽤、このほど8インチプローバ生産を開始

〇 2021年度 半導体のキャパシティは
様々な取り組みにより、 2020年度⽐で 4割弱増加の⾒込み
飯能工場稼働時には、 同 倍増となるよう 準備を進めている



〇 3月に開示した ⼦会社での不正⾏為の再発防⽌策の進捗は記載の通り

〇 ⼦会社 東精エンジニアリングにおけるガバナンス体制の整備、
当社における ⼦会社コミュニケーションの強化、
グループ全体でのコンプライアンス重視の方針を浸透させる、など
⼀連の実務対応は完了

〇 現在、運⽤状況のフォロー ならびに 効果検証を⾏っている



〇 当社ウェブサイト等で開示した 上期のその他トピックス

〇 両セグメントとも、 新製品を多数リリース

〇 先ごろドイツのJENOPTIK社製 シャフト測定機の日本国内独占販売、
サービス提携について基本合意、 先月の展示会で製品を参考出品

〇 持続的な社会の実現に向けた 取り組みを⾏う会社となるべく
サステナビリティ委員会を設⽴、

〇 サステナビリティ優先課題として TCFDプロジェクトを⽴ち上げ





〇 業績予想の前提は“ 半導体は活況”、“計測は緩やかな回復基調が続く”
生産高の拡大は全社レベルの施策を以て実現する

〇 半導体では 高水準の需要は続くが、
⻑納期化の観点から、 短期的な調整もあり得るという前提を維持

〇 計測では、モノづくり需要の回復が続くとの想定に⽴つ⼀方で
ICE(内燃機関⾃動⾞) 需要の 中期的な縮小リスクを想定し、
EV化対応や 非⾃動⾞分野への拡販を推進



〇 8月公表の2021年度通期業績予想を修正
引き続き現 中期目標 (営業利益220億円)の達成を⾒込む

〇 2021年度年間配当を修正、1株168円(中間、期末ともに 1株あたり84円)
(詳細は本日の適時開示をご覧ください)



〇 2021年度下期の受注高は 短期的な調整はあるものの
高水準になると想定

〇 下期予想の製品構成⽐︓売上高、受注高ともに 検査装置 6割、 加工装置4割



〇 2021年度下期受注高は、緩やかな回復基調で推移すると予想

〇 下期予想の製品構成⽐︓ 売上高、受注高ともに
汎⽤計測 7割、⾃動計測・充放電 3割



〇 2021年度の 試験研究費、設備投資、減価償却計画
(今年度計画に⼀部変更あり)

〇 試験研究費︓ 上期実績41億円、 通期計画81億円、 売上高の10%以内を目安

〇 設備投資︓ 上期実績19億円、 通期計画93億円(飯能工場の支出が主因)
2022年度も 飯能工場への投資などを主因に 2021年度と同水準
またはプラスアルファの設備投資を想定

〇 減価償却︓ 上期実績17億円、 通期計画37億円、
今後も増加するが、軽微であると想定





〇 2021年度を最終年度とする 現 中期目標は達成を⾒込む

〇 2022年度以降の3か年に向けた新たな中期目標の策定を決定
2022年5月の通期決算開示に併せて公表する予定

〇 次期中期目標においてポイントと考える部分は記載の通り

〇 前提となる市場環境の考え方に変更なし



○ 2022年度以降の中期目標の前提は、
ソサエティ5.0 (仮想空間と現実空間の融合)により、 あらゆる人とモノが
結びつく世界であり、 記載のような新技術が世に広まることで
半導体の成⻑が続く というもの



〇 半導体製造装置セグメントでは
デバイスの大量生産、大量消費の時代の到来、前工程の技術革新の 制約により
後工程装置の重要性が 生産性・機能の両面で高まるとの前提を維持



〇 計測機器セグメントでは
内燃機関測定需要減少の⼀方、 EVバッテリー、パワートレイン測定需要が拡大

〇 さらに当社として 非⾃動⾞・成⻑業界への取り組みを⾏い
この両輪で業容を拡大させる、との前提を維持

〇 また、 計測技術を半導体製造装置に応⽤していき、
新たなソリューションを構築する
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